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主  要  目  次 

告 示

137 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による指定障害福祉サービス事業者の

指定（障害福祉課）

138 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による指定障害福祉サービス事業者の

事業廃止届（障害福祉課）

139 児童福祉法による指定障害児通所支援事業者の指定（障害福祉課）

140 身体障害者手帳の交付申請に要する診断書を作成する医師の指定（障害福祉課）

141 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による指定自立支援医療機関の指定（障

害福祉課）

142 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による指定自立支援医療機関の指定更

新（障害福祉課）

143 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による指定自立支援医療機関の指定辞

退（障害福祉課）

144 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による指定自立支援医療機関の廃止（障

害福祉課）

145 市町村決定に係る都市計画の変更の図書の写しの縦覧（都市政策課）

公 告

特定調達契約の落札者等（管財課）

特定調達契約の落札者等（管財課）

特定調達契約の落札者等（地域医療政策課）

令和８年度前期技能検定の実施（雇用能力開発課）

令和８年度技能検定（随時２級、随時３級及び基礎級）の実施（雇用能力開発課）

令和８年二級建築士試験及び木造建築士試験の実施（建築住宅課）

病院局公告

一般競争入札の実施（病院局経営企画課）

一般競争入札の実施（病院局経営企画課）

一般競争入札の実施（病院局経営企画課）

一般競争入札の実施（病院局経営企画課）

一般競争入札の実施（病院局経営企画課）

告 示 

◎新潟県告示第137号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第29条第１項の規定に

よる指定障害福祉サービス事業者を次のとおり指定した。 

令和８年３月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

障害福祉サービ 事業所の名称 所在地 事業者 指定 

発 行   新 潟 県 

第 17 号 
令和８年３月３日 

毎週火（祝日のときは翌日）、金曜発行 
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スの種類 年月日 

就労継続支援Ｂ

型 
ノウフクUNEHAUS 長岡市一之貝861 

農福の杜Bethel合同

会社 

令和８年

２月１日 

短期入所 月岡倶楽部 
三条市曲渕３丁目25番

33号 

社会福祉法人あさひ

共生福祉会 

令和８年

２月１日 

就労継続支援Ｂ

型 
あるくすらいふ柏崎 

柏崎市東本町１－６－12 

モーリエ３ １階
株式会社Souki 

令和８年

２月１日 

◎新潟県告示第138号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第46条第２項の規定に

より、指定障害福祉サービス事業者から次のとおり事業の廃止の届出があった。 

令和８年３月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

指定障害福祉サー

ビスの種類 
事業所の名称 所在地 事業者 

廃止 

年月日 

行動援護 かなやの里更生園 
上越市大字下馬場576番地

78 

社会福祉法人上越福

祉会 

令和８年

１月31日 

◎新潟県告示第139号

児童福祉法（昭和22年法律第164号）第21条の５の３第１項の規定による指定障害児通所支援事業者を次のとお

り指定した。 

令和８年３月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

障害児通所支援

の種類 
事業所の名称 所在地 事業者 

指定 

年月日 

放課後等デイサー

ビス 

放課後等デイサービ

ス奏

南蒲原郡田上町大字羽

生田丙533番地 

特定非営利活動法人ウェルビ

ーイング・アンド・ナッジ研

究所 

令和８年

２月１日 

◎新潟県告示第140号

身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第１項の規定による医師を次のとおり指定した。

令和８年３月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

氏 名 
担当する 

医療の種類 

従事する病院又は 

診療所の名称 
所在地 指定年月日 告示事項 

村井 裕依 呼吸器内科 立川綜合病院 
長岡市旭岡１丁

目24番地 
令和８年３月１日 

第15条第１項の

医師に指定した 

◎新潟県告示第141号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第59条第１項の規定に

より、指定自立支援医療機関（育成医療・更生医療）を次のとおり指定した。 

令和８年３月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

名 称 所 在 地 
担当する医療の 

種     類 
指定年月日 

新潟県立吉田病院 燕市吉田大保町32番14号 
育成医療・更生医療 

(腎臓に関する医療) 
令和８年３月１日 

てらまち調剤薬局 糸魚川市寺町１－６－12 育成医療・更生医療 令和８年３月１日 
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◎新潟県告示第142号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第60条第１項の規定に

より、指定自立支援医療機関（育成医療・更生医療）の指定を次のとおり更新した。 

令和８年３月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

名 称 所 在 地 
担当する医療の 

種     類 
更新年月日 

株式会社日野庄商店 燕市仲町２番34号 育成医療・更生医療 令和８年３月１日 

あたご調剤薬局 五泉市村松1288番地８ 育成医療・更生医療 令和８年３月１日 

中央調剤薬局藤野店 上越市藤野新田1325 育成医療・更生医療 令和８年３月１日 

◎新潟県告示第143号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第65条の規定により、

次の指定自立支援医療機関（育成医療・更生医療）は、その指定を辞退した。 

令和８年３月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

名 称 所 在 地 
担当する医療の 

種     類 
辞退の効力発生年月日 

クスリのアオキ厚田薬局
糸魚川市大字大和川1268番

地３ 
育成医療・更生医療 令和８年４月１日 

クスリのアオキ三条保内薬局 三条市下保内317番地１ 育成医療・更生医療 令和８年４月１日 

クスリのアオキ上越大和薬局 上越市大和二丁目８番18号 育成医療・更生医療 令和８年４月１日 

クスリのアオキ藤野新田薬局 上越市藤野新田1168番地 育成医療・更生医療 令和８年４月１日 

クスリのアオキ柏崎中央薬局 柏崎市日吉町３番37号 育成医療・更生医療 令和８年４月１日 

クスリのアオキ本所薬局 見附市本所1丁目３番７号 育成医療・更生医療 令和８年４月１日 

◎新潟県告示第144号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成18年厚生労働省令第19号）第63

条の規定により、指定自立支援医療機関（育成医療・更生医療）から次のとおり廃止した旨の届出があった。 

令和８年３月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

名 称 所 在 地 
担当する医療の 

種     類 
廃止年月日 

ミユキ調剤薬局 上越市西本町４－５－32 育成医療・更生医療 令和８年２月１日 

◎新潟県告示第145号

都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用する第20条第２項の規定により、都市計画の図
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書の写しを次のとおり縦覧に供する。 

令和８年３月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 変更に係る都市計画の種類及び名称 

 種類 新潟都市計画公園 

 名称 ５・５・51号 花と遺跡のふるさと公園 

２ 縦覧の場所 

 新潟県土木部都市局都市政策課 

 

公   告 

特定調達契約の落札者等について（公告） 

特定調達契約について落札者を決定したので、県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成

７年新潟県規則第87号）第15条の規定により、次のとおり公告する。 

令和８年３月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 落札件名及び数量 

 新潟県庁舎で使用する電気の供給 一式 

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 

 新潟県総務部管財課 

 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

３ 調達方式 

  購入 

４ 契約方式 

 一般競争入札 

５ 落札決定日 

 令和８年２月13日 

６ 落札者の氏名及び住所 

株式会社Ｕ－ＰＯＷＥＲ 

東京都品川区上大崎三丁目１番地１ 

７ 落札価格 

  137,948,503円 

８ 入札公告日 

  令和７年12月23日 

９ 落札方式  

  最低価格 

 

特定調達契約の落札者等について（公告） 

特定調達契約について落札者を決定したので、県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成

７年新潟県規則第87号）第15条の規定により、次のとおり公告する。 

令和８年３月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 落札件名及び数量 

 新潟県村上地域振興局他15庁舎で使用する電気の供給 一式 

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 

 新潟県総務部管財課 

 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

３ 調達方式 

  購入 

４ 契約方式 
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 一般競争入札 

５ 落札決定日 

 令和８年２月13日 

６ 落札者の氏名及び住所 

 Sailar Energy株式会社 

  新潟県新潟市中央区東掘通一番町494番地３ 

７ 落札価格 

  82,404,372円 

８ 入札公告日 

  令和７年12月23日 

９ 落札方式  

  最低価格 

 

特定調達契約の落札者等について（公告） 

特定調達契約について落札者を決定したので、県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成

７年新潟県規則第87号）第15条の規定により、次のとおり公告する。 

令和８年３月３日 

新潟県基幹病院事業 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 調達件名及び数量 

  血管造影撮影装置 一式 

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 

  新潟県福祉保健部地域医療政策課 

  新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

３ 調達方法 

  購入等 

４ 契約方式 

  一般競争入札 

５ 落札決定日 

  令和８年２月19日 

６ 落札者の氏名及び住所 

  クロスウィルメディカル株式会社 

  新潟県新潟市東区紫竹卸新町1808-22 

７ 落札価格 

  132,000,000円 

８ 入札公告日 

  令和８年１月９日 

９ 落札方式 

  最低価格 

 

令和８年度前期技能検定の実施について（公告） 

職業能力開発促進法施行規則（昭和44年労働省令24号）第66条第３項の規定により、技能検定を次のとおり実

施する。 

令和８年３月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 実施等級別職種 

(1) １級及び２級 

  園芸装飾、造園、金属熱処理、粉末冶金（焼結に係るものに限る｡）、機械加工（普通旋盤、数値制御旋盤、

フライス盤、数値制御フライス盤、平面研削盤、円筒研削盤、ホブ盤及びマシニングセンタに係るものに限

る｡）、非接触除去加工（数値制御形彫り放電加工及びワイヤ放電加工に係るものに限る｡）、金属プレス加工、

鉄工（製缶及び構造物鉄工に係るものに限る｡）、建築板金、仕上げ、電子機器組立て、電気機器組立て（変
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圧器組立て及び配電盤・制御盤組立てに係るものに限る｡）、産業車両整備、鉄道車両製造・整備（内部ぎ装、

配管ぎ装及び電気ぎ装に係るものに限る｡）、建設機械整備、家具製作（家具手加工に係るものに限る｡）、建

具製作（木製建具手加工に係るものに限る｡）、プラスチック成形（射出成形に係るものに限る｡）、強化プラ

スチック成形（手積み積層成形に係るものに限る｡）、石材施工（石張りに係るものに限る｡）、酒造、とび、

左官、築炉、ブロック建築、タイル張り、畳製作、防水施工（ウレタンゴム系塗膜防水工事、アクリルゴム

系塗膜防水工事、シーリング防水工事、改質アスファルトシート常温粘着工法防水工事及びＦＲＰ防水工事

に係るものに限る｡）、内装仕上げ施工（プラスチック系床仕上げ工事、鋼製下地工事、ボード仕上げ工事及

び化粧フィルム工事に係るものに限る｡）、熱絶縁施工（保温保冷工事に係るものに限る｡）、サッシ施工、表

装（壁装作業に係るものに限る｡）、塗装（建築塗装、金属塗装及び噴霧塗装に係るものに限る｡）及びフラワ

ー装飾 

(2) ３級 

  園芸装飾、造園、機械加工（普通旋盤、フライス盤及びマシニングセンタに係るものに限る｡）、仕上げ（機

械組立仕上げに係るものに限る｡）、機械検査（学科に係るものに限る｡）、電子機器組立て、シーケンス制御

（学科に係るものに限る｡）、建築大工（学科に係るものに限る｡）、左官、ブロック建築、舞台機構調整、商

品装飾展示及びフラワー装飾 

(3) 等級を区分しないもの（単一等級） 

路面標示施工 

２ 技能検定の受検手数料、実施期日及び実施場所等 

(1) 実技試験 

ア 受検手数料 

(ｱ) １級、２級及び単一等級 

検定職種 

受検手数料 

一 般 在校生 

園芸装飾、造園、金属熱処理、粉末冶金、機械加

工、非接触除去加工、金属プレス加工、鉄工、建

築板金、仕上げ、電子機器組立て、電気機器組立

て、産業車両整備、鉄道車両製造・整備、建設機

械整備、家具製作、建具製作、プラスチック成形、

強化プラスチック成形、石材施工、酒造、とび、

左官、築炉、ブロック建築、タイル張り、畳製作、

防水施工、内装仕上げ施工、熱絶縁施工、サッシ

施工、表装、塗装、フラワー装飾及び路面標示施

工 

18,200円 12,100円 

(ｲ) ３級 

検定職種 

受検手数料 

23歳以上 
23歳以上 

（在校生） 

23歳未満

（雇用保険

未加入者） 

23歳未満 

（雇用保険

被保険者） 

23歳未満 

（在校生） 

園芸装飾、造園、機械加工、仕上げ、電子

機器組立て、左官、ブロック建築、舞台機

構調整、商品装飾展示及びフラワー装飾 

18,200円 12,100円 13,700円 9,200円 7,600円 

注 (ｱ)及び(ｲ)において「在校生」とは、職業能力開発促進法施行規則（昭和44年労働省令第24号）第64条

の４第３項第１号から第３号まで、第３号の３、第５号及び第７号に掲げる者並びにこれらに準じて取り

扱うことが適当であると知事が認める者をいう。 

注 (ｲ)においての「23歳未満」とは、令和８年４月１日現在において23歳に達していない者（出入国管理及
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び難民認定法（昭和26年政令第319号）別表第１の上欄の在留資格をもって在留する者を除く｡)をいう。 

注 (ｲ)においての「雇用保険被保険者」とは、雇用保険法（昭和49年法律第116号）第４条第１項に規定す

る被保険者（実技試験受検申請日において雇用保険被保険者である者）をいう。 

イ 実施期日 

  令和８年６月10日（水）から令和８年９月９日（水）までの間において指定する日に行う。 

ウ 実施場所 

試験は、新潟県職業能力開発協会が通知する場所で行う。 

エ 問題の公表 

  実技試験問題は、令和８年６月３日（水）に新潟県職業能力開発協会が発表する。ただし、一部の職種

については行わない。 

(2) 学科試験 

ア 受検手数料  3,100円 

イ 実施期日 

検定職種 実施期日 

３級 

 園芸装飾、造園、機械加工、仕上げ、機械検査、電子機器組立て、シーケンス

制御、建築大工、左官、ブロック建築、舞台機構調整、商品装飾展示及びフラワ

ー装飾 

令和８年７月12日（日） 

１級及び２級 

 造園、金属熱処理、金属プレス加工、産業車両整備、プラスチック成形、とび、

築炉、防水施工、サッシ施工及び塗装 

令和８年８月23日（日） 

１級及び２級 

 粉末冶金、機械加工、鉄工、電子機器組立て、建設機械整備、家具製作、建具

製作、左官、畳製作及び内装仕上げ施工 

令和８年８月30日（日） 

１級及び２級 

 園芸装飾、非接触除去加工、建築板金、仕上げ、電気機器組立て、鉄道車両製

造・整備、強化プラスチック成形、石材施工、酒造、ブロック建築、タイル張り、

熱絶縁施工、表装及びフラワー装飾 

単一等級 

 路面標示施工 

令和８年９月６日（日） 

ウ 実施場所 

  試験は、新潟県職業能力開発協会が通知する場所で行う。 

３ 受検申請の手続 

(1) 提出書類等 

ア 技能検定受検申請書（以下「申請書」という｡) 

イ 実技試験又は学科試験の免除を受けようとする場合は、その資格を証する書面の写し 

ウ 受検手数料 

エ 本人確認書類の写し 

(2) 提出先 

  新潟県職業能力開発協会 

   所在地 〒950－0965 新潟市中央区新光町15番地２（新潟県公社総合ビル４階） 

   電 話 025－283－2155 

(3) 受付期間 
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  令和８年４月６日（月）から令和８年４月17日（金）まで 

(4) 受検申請に関する注意 

ア 技能検定は、働く方々の職業能力を評価する試験であり、受検するためには原則として一定の実務経験

が必要になる。 

イ  申請書の用紙及び受検案内は、新潟県職業能力開発協会で交付する。なお、申請書用紙の郵送を求める

場合は、新潟県職業能力開発協会へ問い合わせること。 

ウ 申請書は書留郵便で郵送し、封筒の表に「技能検定受検申請書在中」と朱書すること。なお、申請は受

付期間内の消印があるものに限り受け付ける。 

エ 実技試験及び学科試験の両方の免除を受ける資格がある者は、前記１に掲げる検定職種以外の職種につ

いても受検申請ができる。 

４ 受検手数料の納入方法 

  実技試験の受検手数料の額（前記３の(1)のアに定められた額）及び学科試験の受検手数料の額（3,100円）

を申請書に添えて納入すること。なお、実技試験又は学科試験の免除を受けようとする場合は、当該試験に係

る受検手数料の納入は要しない。また、申請書を受け付けた後は、申請取消し及び試験を受けなかった場合で

も、受検手数料は返還しない。 

５ 合格者の発表等 

(1) 合格者の発表 

  ３級に係るものについては令和８年８月28日（金）に、その他の等級に係るものについては令和８年10月

２日（金）に、新潟県ホームページで技能検定合格者の受検番号を掲示する。 

(2) 実技試験又は学科試験の合格通知 

  実技試験又は学科試験のいずれかに合格した者及び不合格者については、新潟県職業能力開発協会が書面

で通知する。 

(3) 技能検定合格証書等の交付 

  １級及び単一等級については厚生労働大臣名の、２級及び３級については県知事名の合格証書が交付され

る。このほか、厚生労働大臣から技能検定の合格者に対し、合格した等級の技能士章が交付される。 

６ その他 

  技能検定の詳細については、新潟県職業能力開発協会（電話：025－283－2155）又は新潟県産業労働部雇用

能力開発課（電話：025－280－5263）へ問い合わせること。 

 

令和８年度技能検定（随時２級、随時３級及び基礎級）の実施について（公告） 

職業能力開発促進法施行規則（昭和44年労働省令24号）第66条第３項の規定により、技能検定を次のとおり実

施する。 

令和８年３月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 等級別実施職種 

(1) 随時２級 

   さく井（パーカッション式さく井工事に係るものに限る。）、鋳造、鍛造（プレス型鍛造に係るものに限る。）、

機械加工、金属プレス加工、鉄工、建築板金、工場板金、めっき（電気めっきに係るものに限る。）、仕上げ、

機械検査、電子機器組立て、電気機器組立て（配電盤・制御盤組立てに係るものに限る。）、プリント配線板

製造（プリント配線板製造に係るものに限る。）、婦人子供服製造、家具製作、建具製作、印刷、製本、プラ

スチック成形（射出成形に係るものに限る。）、パン製造、ハム・ソーセージ・ベーコン製造、水産練り製品

製造、建築大工、とび、配管（プラント配管に係るものに限る。）、型枠施工、鉄筋施工、コンクリート圧送

施工、防水施工、内装仕上げ施工（ボード仕上げ工事に係るものに限る。）、熱絶縁施工、サッシ施工、表装、

塗装（建築塗装、金属塗装及び噴霧塗装に係るものに限る。）及び工業包装 

(2) 随時３級 

  さく井、鋳造、鍛造、機械加工、金属プレス加工、鉄工、建築板金、工場板金、めっき、アルミニウム陽

極酸化処理、仕上げ、機械検査、ダイカスト（コールドチャンバダイカストに係るものに限る。）、電子機器

組立て、電気機器組立て（変圧器組立て及び配電盤・制御盤組立てに係るものに限る。）、プリント配線板製

造（プリント配線板製造に係るものに限る。）、冷凍空気調和機器施工、ニット製品製造（靴下製造に係るも

のに限る。）、婦人子供服製造、紳士服製造、寝具製作、家具製作、建具製作、紙器・段ボール箱製造（印刷

箱打抜き、印刷箱製箱及び段ボール箱製造に係るものに限る。）、印刷、製本、プラスチック成形（射出成形
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に係るものに限る。）、強化プラスチック成形、パン製造、ハム・ソーセージ・ベーコン製造、水産練り製品

製造、建築大工、かわらぶき、とび、左官、築炉、配管、型枠施工、鉄筋施工、コンクリート圧送施工、防

水施工、内装仕上げ施工（カーペット系床仕上げ工事、鋼製下地工事及びボード仕上げ工事に係るものに限

る。）、熱絶縁施工、サッシ施工、表装、塗装及び工業包装 

(3) 基礎級 

  さく井、鋳造、鍛造、機械加工、金属プレス加工、鉄工、建築板金、工場板金、めっき、アルミニウム陽

極酸化処理、仕上げ、機械検査、ダイカスト（コールドチャンバダイカストに係るものに限る。）、電子機器

組立て、電気機器組立て（変圧器組立て作業及び配電盤・制御盤組立てに係るものに限る。）、プリント配線

板製造（プリント配線板製造に係るものに限る。）、冷凍空気調和機器施工、ニット製品製造（靴下製造に係

るものに限る。）、婦人子供服製造、紳士服製造、寝具製作、家具製作、建具製作、紙器・段ボール箱製造（印

刷箱打抜き、印刷箱製箱及び段ボール箱製造に係るものに限る。）、印刷、製本、プラスチック成形（射出成

形に係るものに限る。）、強化プラスチック成形、パン製造、ハム・ソーセージ・ベーコン製造、水産練り製

品製造、建築大工、かわらぶき、とび、左官、築炉、配管、型枠施工、鉄筋施工、コンクリート圧送施工、

防水施工、内装仕上げ施工（カーペット系床仕上げ工事、鋼製下地工事及びボード仕上げ工事に係るものに

限る。）、熱絶縁施工、サッシ施工、表装、塗装及び工業包装 

２ 技能検定受検手数料、試験実施期日及び実施場所等 

(1) 実技試験 

ア 手数料 

    18,200円 

イ 実施期日 

  実技試験は、令和８年４月１日（水）から令和９年３月31日（水）までの間において、別途新潟県職業

能力開発協会が指定する日に行う。 

ウ 実施場所 

  実技試験の実施場所は、別途新潟県職業能力開発協会から通知する。 

エ 問題の公表 

  実技試験問題は、あらかじめ受検申請者あてに送付する。（ただし、検定職種によっては試験問題の全部

又は一部を公表しないものがある｡） 

(2) 学科試験 

ア 手数料 

   3,100円 

イ 実施期日 

  学科試験は、令和８年４月１日（水）から令和９年３月31日（水）までの間において、別途新潟県職業

能力開発協会が指定する日に行う。 

ウ 実施場所 

  学科試験の実施場所は、別途新潟県職業能力開発協会から通知する。 

３ 受検申請の手続 

(1) 提出書類等 

ア 技能検定受検申請書（以下「申請書」という｡） 

イ 手数料 

(2) 提出先 

新潟県職業能力開発協会 

所在地 〒950－0965 新潟市中央区新光町15番地２（新潟県公社総合ビル４階） 

電 話 025－283－2155 

(3) 受付期間 

原則として、技能検定試験の受検を希望する時期の30日前まで受け付ける。 

(4) 受検申請に関する注意 

ア 技能検定は、働く方々の職業能力を評価する試験なので、受検するためには原則として一定の実務経験

若しくは技能実習が必要となる。 

イ 随時２級に掲げる職種の試験については、当該職種に係る随時３級の実技試験及び基礎級又は職業能力

開発促進法施行規則及び職業能力開発促進法第47条第１項に規定する指定試験機関の指定に関する省令を

一部改正する省令（令和７年厚生労働省令第７号）第１条の規定による改正前の職業能力開発促進法施行
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規則第61条に規定する基礎１級若しくは基礎２級に合格した者に限り受けることができる。 

ウ 随時３級に掲げる職種の試験については、当該職種に係る基礎級又は職業能力開発促進法施行規則及び

職業能力開発促進法第47条第１項に規定する指定試験機関の指定に関する省令を一部改正する省令（令和

７年厚生労働省令第７号）第１条の規定による改正前の職業能力開発促進法施行規則第61条に規定する基

礎１級若しくは基礎２級に合格した者に限り受けることができる。 

エ 申請書の用紙は、新潟県職業能力開発協会で交付する。なお、申請書の用紙の郵送を求める場合は、新

潟県職業能力開発協会へ問い合わせること。 

オ 申請書は書留郵便で郵送し、封筒の表面に「技能検定受検申請書在中」と朱書すること。 

４ 手数料の納入方法 

 実技試験の手数料の額（18,200円）及び学科試験の手数料の額（3,100円）を申請書に添えて納入すること。 

５ 合格者の発表等 

(1) 合格者の発表 

技能検定合格証書の交付をもって行う。 

(2) 実技試験又は学科試験の合格通知 

実技試験又は学科試験のいずれかに合格したものについては、新潟県職業能力開発協会が書面で通知する。 

(3) 技能検定合格証書等の交付 

技能検定合格者には、新潟県知事名の合格証書が交付される。 

このほか、厚生労働大臣から、随時２級及び随時３級の技能検定の合格者に対し、合格した等級の技能士

章が交付される。 

６ その他 

  本公告の随時２級、随時３級及び基礎級の技能検定は、外国人を対象とした「研修成果の評価」又は「修得

技能等の認定」に活用されるものである。 

技能検定の詳細については、新潟県職業能力開発協会（電話025－283－2155）又は新潟県産業労働部雇用能

力開発課（電話025－280－5263）へ問い合わせること。 

 

令和８年二級建築士試験及び木造建築士試験の実施について（公告） 

建築士法（昭和25年法律第202号）第13条の規定により、令和８年二級建築士試験及び木造建築士試験を次のと

おり実施する。 

なお、試験の実施に関する事務は、建築士法第15条の６第１項の規定により指定した公益財団法人建築技術教

育普及センターに行わせる。 

令和８年３月３日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 試験の日時 

(1) 学科の試験 

    ア 二級建築士 

令和８年７月５日（日） 

午前10時15分から午後５時20分まで 

    イ 木造建築士 

令和８年７月26日（日） 

午前10時15分から午後５時20分まで 

(2) 設計製図の試験 

    ア 二級建築士 

令和８年９月13日（日） 

午前11時から午後４時まで 

    イ 木造建築士 

令和８年10月11日（日） 

午前11時から午後４時まで 

２ 試験の場所 

(1) 学科の試験 

    ア 二級建築士 

        朱鷺メッセ 新潟市中央区万代島６番１号 
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        アトリウム長岡 長岡市弓町１丁目５番１号 

    イ 木造建築士 

        朱鷺メッセ 新潟市中央区万代島６番１号 

(2) 設計製図の試験 

    ア 二級建築士 

        新潟ユニゾンプラザ 新潟市中央区上所２丁目２番２号 

      NOCプラザ 新潟市東区卸新町２丁目853番地３ 

        ハイブ長岡 長岡市千秋３丁目315番地11 

    イ 木造建築士 

      NOCプラザ 新潟市東区卸新町２丁目853番地３ 

３ 受験申込手続 

  新規受験者を含めた全ての者がインターネットによる受験申込を行うものとする。 

(1) 受付期間 

      令和８年４月１日（水）午前10時から令和８年４月14日（火）午後４時まで 

  (2) 申込方法 

      公益財団法人建築技術教育普及センターのホームページ（https://www.jaeic.or.jp/）において、必要な 

事項を入力し申し込むこと。 

 なお、インターネットによる受験申込が行えない正当な理由がある場合（身体に障がいがありインターネ 

ットの利用が困難である等）には、令和８年４月７日（火）までに公益財団法人建築技術教育普及センター 

本部に申し出ること。 

４ 学科の試験の免除の申請 

  令和４年以降の「学科の試験」に合格した者のうち、合格年から令和７年までの「設計製図の試験」の受験

回数が２回以内の者に限り行うことができる。免除の申請に当たっては、令和４年から令和７年のいずれかの

年の試験（他の都道府県知事が行ったものを含む｡)の受験番号を入力して行うこと。 

５ 合格者の発表 

  令和８年12月３日（木）頃に発表する。 

なお､｢学科の試験」については、令和８年８月24日（月）頃に発表する。 

６ その他 

(1) 設計製図の試験の課題について、二級建築士試験においては令和８年６月24日（水）頃、木造建築士試験

においては令和８年７月８日（水）頃から公益財団法人建築技術教育普及センターのホームページ

（https://www.jaeic.or.jp/）に公表する。 

(2) 受験に際し、身体に障がいがあるため特に何らかの措置を希望する者は、あらかじめ受付期間内にその旨

を申し出ること。 

(3) この試験に関する問合せは、以下にすること。 

  郵便番号950－0965 新潟市中央区新光町15番地２ 新潟県公社総合ビル３階 

  公益社団法人新潟県建築士会（電話025－378－5666） 

 

病院局公告 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、産業廃棄物（感染性廃棄物）収集運搬業務委

託について、次のとおり一般競争入札を行う。 

令和８年３月３日 

新潟県立がんセンター新潟病院長 田中 洋史 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  産業廃棄物（感染性廃棄物）収集運搬業務委託 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 履行期限 
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  令和８年４月１日から令和９年３月31日 

(4) 履行場所 

  新潟県立がんセンター新潟病院及びがん予防総合センター 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの

で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(5) 新潟県内に本社（本店）又は営業所等（支店、支社及び営業所等名称は問わない｡)が所在する者であるこ

と。 

(6) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を

有する者でないこと。 

(7) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、その他関係法令等に基づき、当該業務を実施するために必要な許可

を受けている者であること。 

(8) 別途入札において決定する産業廃棄物（感染性廃棄物）処分業務受託者の中間処理施設（新潟県内に限る。）

へ搬入することができる者であること。 

(9) ＪＷＮＥＴに加入しており、電子マニフェストに対応していること。 

(10)  本調達に係る入札説明書の交付を受け、入札参加資格確認書を提出し、入札参加を認められた者である

こと。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 951－8566 

  新潟県新潟市中央区川岸町２丁目15番地３ 

  新潟県立がんセンター新潟病院経営課 

  電話番号 025－266－5111 内線2312 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

４ 入札参加資格確認書類の提出 

(1) 入札希望者は、令和８年３月13日（金）午後５時までに入札説明書に定める入札参加資格を証明する書類

を持参又は郵送しなければならない。ただし、郵送の場合は、令和８年３月13日（金）に必着させるとと

もに、書留郵便を利用すること。 

(2) 入札参加資格確認書類の提出場所は３(1)とする。 

(3) 入札参加資格確認書類の様式は入札説明書による。 

５ 入札、開札の日時及び場所 

 令和８年３月27日（金）午後１時30分 

 新潟県立がんセンター新潟病院 がん予防総合センター３階ネットワーク室 

６ その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  入札時に、入札金額に消費税及び地方消費税を加算した額の100分の５に相当する金額以上の額を納付する

こと。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第196

条第３項第１号に該当する場合は免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、規程第186条第３項第１号又は第３号に

該当する場合は免除する。 
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(4) 入札者に要求される事項 

  この一般競争入札に参加を希望する者は、前記３で交付する入札説明書に基づき提出書類を作成し、提出

しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ

を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 

 要 

(7) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の

規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

また、令和８年度新潟県病院事業会計予算が議決されなかった等の場合、本件の手続きについて停止の措

置を行うことがある。 

(9) その他 

 ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき

は、契約を締結しない場合がある｡) 

 イ 詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、一般廃棄物及び産業廃棄物収集運搬業務委託

について、次のとおり一般競争入札を行う。 

令和８年３月３日 

新潟県立がんセンター新潟病院長 田中 洋史 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  一般廃棄物及び産業廃棄物収集運搬業務委託 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 履行期限 

  令和８年４月１日から令和９年３月31日 

(4) 履行場所 

  新潟県立がんセンター新潟病院及びがん予防総合センター 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの

で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(5) 新潟県内に本社（本店）又は営業所等（支店、支社及び営業所等名称は問わない｡)が所在する者であるこ

と。 

(6) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を

有する者でないこと。 

(7) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、その他関係法令等に基づき、当該業務を実施するために必要な許可
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を受けている者であること。 

(8) 本調達に係る入札説明書の交付を受け、入札参加資格確認書を提出し、入札参加を認められた者であるこ

と。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 951－8566 

  新潟県新潟市中央区川岸町２丁目15番地３ 

  新潟県立がんセンター新潟病院経営課 

  電話番号 025－266－5111 内線2312 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

４ 入札参加資格確認書類の提出 

(1) 入札希望者は、令和８年３月13日（金）午後５時までに入札説明書に定める入札参加資格を証明する書類

を持参又は郵送しなければならない。ただし、郵送の場合は、令和８年３月13日（金）に必着させるととも

に、書留郵便を利用すること。 

(2) 入札参加資格確認書類の提出場所は３(1)とする。 

(3) 入札参加資格確認書類の様式は入札説明書による。 

５ 入札、開札の日時及び場所 

 令和８年３月27日（金）午後１時30分 

 新潟県立がんセンター新潟病院 がん予防総合センター３階研修室Ａ 

６ その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  入札時に、入札金額に消費税及び地方消費税を加算した額の100分の５に相当する金額以上の額を納付する

こと。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第196

条第３項第１号に該当する場合は免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、規程第186条第３項第１号又は第３号に

該当する場合は免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

  この一般競争入札に参加を希望する者は、前記３で交付する入札説明書に基づき提出書類を作成し、提出

しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ

を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 

 要 

(7) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の

規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

また、令和８年度新潟県病院事業会計予算が議決されなかった等の場合、本件の手続きについて停止の措

置を行うことがある。 

(9) その他 

 ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき

は、契約を締結しない場合がある｡) 

 イ 詳細は入札説明書による。 



第17号 新  潟  県  報 令和８年３月３日(火) 

15 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、産業廃棄物（粗大ごみ）収集運搬及び処分業

務委託について、次のとおり一般競争入札を行う。 

令和８年３月３日 

新潟県立がんセンター新潟病院長 田中 洋史 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  産業廃棄物（粗大ごみ）収集運搬及び処分業務委託 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 履行期限 

  令和８年４月１日から令和９年３月31日 

(4) 履行場所 

  新潟県立がんセンター新潟病院及びがん予防総合センター 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの

で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(5) 新潟県内に本社（本店）又は営業所等（支店、支社及び営業所等名称は問わない｡)が所在する者であるこ

と。 

(6) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を

有する者でないこと。 

(7) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、その他関係法令等に基づき、当該業務を実施するために必要な許可

を受けている者であること。 

(8) 本調達に係る入札説明書の交付を受け、入札参加資格確認書を提出し、入札参加を認められた者であるこ

と。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 951－8566 

  新潟県新潟市中央区川岸町２丁目15番地３ 

  新潟県立がんセンター新潟病院経営課 

  電話番号 025－266－5111 内線2312 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

４ 入札参加資格確認書類の提出 

(1) 入札希望者は、令和８年３月13日（金）午後５時までに入札説明書に定める入札参加資格を証明する書類

を持参又は郵送しなければならない。ただし、郵送の場合は、令和８年３月13日（金）に必着させるととも

に、書留郵便を利用すること。 

(2) 入札参加資格確認書類の提出場所は３(1)とする。 

(3) 入札参加資格確認書類の様式は入札説明書による。 

５ 入札、開札の日時及び場所 

 令和８年３月27日（金）午後２時 

 新潟県立がんセンター新潟病院 がん予防総合センター３階研修室Ａ 

６ その他 
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(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  入札時に、入札金額に消費税及び地方消費税を加算した額の100分の５に相当する金額以上の額を納付する

こと。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第196

条第３項第１号に該当する場合は免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、規程第186条第３項第１号又は第３号に

該当する場合は免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

  この一般競争入札に参加を希望する者は、前記３で交付する入札説明書に基づき提出書類を作成し、提出

しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ

を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 

 要 

(7) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の

規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

また、令和８年度新潟県病院事業会計予算が議決されなかった等の場合、本件の手続きについて停止の措

置を行うことがある。 

(9) その他 

 ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき

は、契約を締結しない場合がある｡) 

 イ 詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、産業廃棄物（感染性廃棄物）処分業務委託に

ついて、次のとおり一般競争入札を行う。 

令和８年３月３日 

新潟県立がんセンター新潟病院長 田中 洋史 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  産業廃棄物（感染性廃棄物）処分業務委託 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 履行期限 

  令和８年４月１日から令和９年３月31日 

(4) 履行場所 

  新潟県立がんセンター新潟病院及びがん予防総合センター 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの

で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 
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(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(5) 新潟県内に本社（本店）又は営業所等（支店、支社及び営業所等名称は問わない｡)が所在する者であるこ

と。 

(6) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を

有する者でないこと。 

(7) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、その他関係法令等に基づき、当該業務を実施するために必要な許可

を受けている者であること。 

(8) 新潟県内で中間処理を行うこと。 

(9) ＪＷＮＥＴに加入しており、電子マニフェストに対応していること。 

(10)  本調達に係る入札説明書の交付を受け、入札参加資格確認書を提出し、入札参加を認められた者である

こと。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 951－8566 

  新潟県新潟市中央区川岸町２丁目15番地３ 

  新潟県立がんセンター新潟病院経営課 

  電話番号 025－266－5111 内線2312 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

４ 入札参加資格確認書類の提出 

(1) 入札希望者は、令和８年３月13日（金）午後５時までに入札説明書に定める入札参加資格を証明する書類

を持参又は郵送しなければならない。ただし、郵送の場合は、令和８年３月13日（金）に必着させるととも

に、書留郵便を利用すること。 

(2) 入札参加資格確認書類の提出場所は３(1)とする。 

(3) 入札参加資格確認書類の様式は入札説明書による。 

５ 入札、開札の日時及び場所 

 令和８年３月27日（金）午後２時00分 

 新潟県立がんセンター新潟病院 がん予防総合センター３階ネットワーク室 

６ その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  入札時に、入札金額に消費税及び地方消費税を加算した額の100分の５に相当する金額以上の額を納付する

こと。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第196

条第３項第１号に該当する場合は免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、規程第186条第３項第１号又は第３号に

該当する場合は免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

  この一般競争入札に参加を希望する者は、前記３で交付する入札説明書に基づき提出書類を作成し、提出

しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ

を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 

 要 

(7) 落札者の決定方法 
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  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の

規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

また、令和８年度新潟県病院事業会計予算が議決されなかった等の場合、本件の手続きについて停止の措

置を行うことがある。 

(9) その他 

 ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき

は、契約を締結しない場合がある｡) 

 イ 詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、生体情報モニタリングシステムについて、次

のとおり一般競争入札を行う。 

令和８年３月３日 

新潟県立津川病院長 原 勝人 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量   

  生体情報モニタリングシステム 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  令和８年３月31日（火） 

(4) 納入場所 

  新潟県立津川病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

 金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

(5) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を 

 有する者でないこと。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 959－4497 

  新潟県東蒲原郡阿賀町津川200番地 

  新潟県立津川病院 

  電話番号 0254－92－3311 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 応札仕様書の提出期限 

  令和８年３月13日（金）午後３時00分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和８年３月16日（月）午前10時00分 

 新潟県立津川病院 機能訓練室 
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５ その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県 

 病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項各号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

  この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立津川病院の交付する入札説明書に基づき応札仕様書 

 を作成し、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

 を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 

 要 

(7) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 

(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(9) その他 

 ア 契約の締結に際しては、「暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないと 

  きは、契約を締結しない場合がある｡) 

 イ 詳細は入札説明書による。 
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